
（単位：百万円）

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ａ／Ｃ） （Ｂ／Ｄ）

○暮らし 93,062       58,129       105,342     66,153       0.88 0.88
目標２ バリアフリー社会の実現 7,115         3,988         9,011         4,849         0.79 0.82
目標３ 子育てしやすい社会の実現 1,723         836           2,493         1,226         0.69 0.68
目標４ 住環境、都市生活の質の向上 32,557       18,508       37,020       21,531       0.88 0.86
目標５ アメニティ豊かな生活環境の形成 13,871       8,995         15,574       10,170       0.89 0.88
目標６ 良質で安全な水の安定した利用の確保 37,796       25,802       41,244       28,377       0.92 0.91

○安全 1,225,829   744,932     1,257,659   763,426     0.97 0.98
目標７ 水害等による被害の軽減 1,184,739   722,545     1,216,077   741,304     0.97 0.97
目標８ 地震・火災による被害の軽減 41,090       22,387       41,582       22,122       0.99 1.01

○環境 94,474       62,101       103,797     68,125       0.91 0.91
目標１４ 良好な自然環境の保全・再生・創出 74,442       49,654       79,997       53,735       0.93 0.92
目標１５ 良好な水環境への改善 10,877       6,987         12,833       8,033         0.85 0.87
目標１６ 循環型社会の形成 9,155         5,460         10,967       6,357         0.83 0.86

○活力 34,688       21,735       36,973       23,133       0.94 0.94
目標２２ 地域間交流・観光交流等内外交流の推進 34,688       21,735       36,973       23,133       0.94 0.94

○共通の政策課題 17,652       10,493       14,177       8,453         1.25 1.24
目標２７ ＩＴ革命の推進 17,652       10,493       14,177       8,453         1.25 1.24

1,465,705   897,390     1,517,948   929,290     0.97 0.97
○共通的経費等 1,378         25,870       1,446         28,681       0.95 0.90

1,467,083   923,260     1,519,394   957,971     0.97 0.96

（注）１．本表には、道路関係社会資本、住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業、 下水道関連特定治水施設整備事業を含んでいる。
　　　２．本表は、河川局関連の目標のみを抜粋している。

《関連するアウトカム指標》
○暮らし     ○環境

目標３ ・自然体験活動拠点数 目標１４
目標４ ・都市空間形成河川整備率 　水辺の中で再生した水辺の割合
目標５ ・人々が海辺に親しむことのできる海岸の延長 ・失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿地や

・都市域における水と緑の公的空間確保量 　干潟の中で再生したものの割合
目標６ ・河川の流量不足解消指数     ○活力

・河川における汚濁負荷削減率 目標２２ ・地域に開かれたダム、ダム湖活用者数
○安全     ○共通の政策課題

目標７ ・洪水による氾濫から守られる区域の割合 目標２７ ・公共施設管理用光ファイバー等収容空間ネット
・床上浸水を緊急に解消すべき戸数  ワークの延長
・流下能力不足橋梁数
・ハザードマップ認知率
・土砂災害から保全される戸数
・土砂災害から保全される災害時要援護者関連施設数

目標８

51 ※：社会資本整備重点計画では災害時要援護者は災害弱者と記載 52

・津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されて
　いない地域の面積
・地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある
　地域の解消

・失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の

倍率
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８．国土交通省政策評価基本計画に基づく政策目標毎の予算

※


